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ω政府の土地政策 ・土地税制の検討

1960～61年 の戦後第1回 目の地価高騰に対応

するために打ち出された政府の土地政策を囑矢

として、戦後第2回 目の地価高騰である1973～

74年 までの10数 年の問に、政府に提出 された土

地関連の答申は軽 く10本 をこえている―)。この

間に、土地政策に関す る問題はほぼ論 じつ くさ

れていると言って も、決 して過言ではないだろ

う2)。

最初に土地政策を体系的に取 り上げたのは、

1960(S35)年 の建設省 「宅地総合対策」であ

る。 ここでは、「地価の高騰 ・宅地の入手難を

その内容 としている宅地問題は、多種多様な需

要に対 し、所得に見合った価格、適当な規模、

便利な位置及び良好な環境をもった宅地の供給

が適切 に行われていないこと、すなわち宅地の

需要と供給との不均衡 によるものである」と延

べており、地価高騰の原因として 「需給不均衡」

論をとっているのが特徴である。その上で、対

策 として、①宅地需要の分散対策(大 都市機能

の分散、産業都市の育成等)、 ②宅地需給の緩

和(政 府施策住宅の供給増加、質の改善等)、

③宅地の合理的利用(都 市再開発、土地利用計

画の確立等)、 ④宅地造成の促進(造 成手法の

整備等)、 ⑤宅地の取引秩序の維持(評 価機関

の確立、公共用地取得制度の検討等)が あげら

れていた。

本格的に土地政策を取 り上 げたのは、1965

(S40)年 の地価対策閣僚協議会(地 価対策に

ついて」である。 ここでも、地価高騰の原因と

しては、「基本的には、近年における急激 な都

市化現象による宅地の需給不均衡 とこれに対す

る対策の十分でなか った こと」 と して、「需給

不均衡」論が展開されている。そ して、緊急に

措置すべき事項 として、①宅地の大量かつ計画

的な供給、②既成市街地の高度利用、③土地取

得制度の改善(土 地収用法の改善、用地の先行

取得等)、 ④土地税制の改正の検討(譲 渡差益

課税等)が あげ られ、今後基本的に検討すべ き

事項 として、①土地利用計画(市 街化区域等の

区分)の 策定、②合理的な地価形成(地 価公示

制度等)が あげ られた。 これ らの対策のほとん

どは、その後、何 らかの形で実行 されている。

すなわち、1967(S42)年 の土地収用法の改正、

1968(S43)年 の新都市計画法 の制定、1969

(S44)年 の都市再開発法の制定、地価公示法

の制定および不動産鑑定評価基準の改正、1970

(S45)年 の建築基準法の改正、1971(S46)

年の公有地の拡大の推進に関する法律の制定な

どである。その後、地価は1967年 には一度沈静

化す るが、それで も対前年地価上昇率は5.4%

を維持 し、 しかも沈静化の要因は土地政策によ

るというよりも、貿易収支の悪化 ・金融引締め

の結果による経済環境の悪化が大 きかった。

戦後2回 目の地価高騰は、金融緩和 といわゆ

る過剰流動性資金の発生を背景とした 「日本列

島改造論」ブームによるものであったが、これ

に対応す るために政府は1973(S48)年 に第四

回地価対策閣僚協議会 「土地対策について」を

とりまとめている。 ここでは、「近年 における

経済の高度成長に伴 う人口・産業の都市集中は、

都市地域における土地利用の混乱、地価の異常

な高騰を招 き、このため、大都市地域における

土地取得は一層深刻な問題 となっている。加 う

るに、一昨年来の金融の緩和を背景として、大
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都市周辺のみならず、全国にわたって企業投資

が活発 となっている。これ らの現象に抜本的に

対処す るためには、交通通信ネ ットワークの整

備、工業の全国的再配置並びに地方都市及び農

村の整備育成を推進することにより、大都市集

中の流れを転換 して均衡ある国土利用を回復す

るとともに、公共優先の見地から、環境の保全

に留意 し、地域住民の意向を くみつつ、土地利

用計画を策定 して適正な土地利用を図 り、土地

の投機的投資あるいは売 り控えを抑制 し、あわ

せて宅地の大量かつ計画的な供給を図る等総合

的施策を強力に展開する必要がある」 と述べて

いる。その上で、対策 として、第一に、「土地

利用計画の策定と土地利用の規制等」 として、

①土地利用基本計画の策定、②土地取引の届出

勧告制度の新設、③開発行為に対す る規制の拡

充強化、④特定地域における土地利用規制の強

化、⑤土地融資の抑制、⑥公的土地評価体系の

整備が、第二に 「土地税制の改善」 として、①

法人の土地譲渡益に対す る課税 の強化、②特別

土地保有税の新設、③固定資産税の適正化が、

第三に 「宅地供給の促進等」として、⑦宅地開

発事業の促進、②公有地の拡大の推進および国 ・

公有地の盾用、③農地の賃貸方式等による土地

供給の促進、が定められた。

これ らによって整備 された法制度の うち最 も

重要なものは、1974(S49)年 に制定 された国

土利用計画法である。 この法律により、投機的

取引により地価高騰が予想される区域 について、

都道府県知事は土地取引を禁止する 「規制区域」

を定めることができるようになった。この 「規

制区域」の指定は、今 日まで一例 も行われてい

ない 「伝家の宝刀」ではあるが、ある程度は牽

制の効果 があったものと思われる。 しか し、現

実に 「狂乱地価」を沈静化 させたのは、これら

の土地政策ではな く、1973年 の第一次オイル ・

ショックによる高度成長経済か ら低成長経済へ

の移行、すなわち経済の停滞が一番の原因であ

ることは明らかである。

このように土地政策は多様に論 じられ、その

土地政策 を実施する制度についても一応は整備

されたわけであるが、土地投機の横行を許す強

大な絶対的土地所有権 と実効ある都市計画 ・土

地利用計画の欠如については、何 ら改められた

わけではなかったから、その後の 「規制緩和」・

「民活」路線によ り容易 に土地投機が再来 した

のである。 また、「需給不均衡」論による土地

対策の中心は、需要分散と供給拡大となるが、

現実の分散政策は工場機能などのいわばマージ

ナルな都市機能を対象とし、大都市の中枢管理

機能が分散の対象 となることはな く、他方、供

給拡大政策は都市近郊農家である宅地の 「素材」

の所有者を対象とし、「小売市場」 におけ るエ

ソ ド・ユーザーが対象となることはなかった。

エソ ド・ユーザーに対 して良質な宅地供給を行

うためには、公的機関による宅地供給の果たす

役割が重要であるが、それは もっぱ ら民間の宅

地開発資本の利潤の対象 とされたのである3)。

なお、土地基 本法 について も簡 単 に コメン ト

して お こ う。

まず、土地基本法制定の前段階 としての土地

臨調においては、①土地の所有には利用の責務

が伴 う、②土地の利用に当た っては公共の福祉

が優先する、③土地の利用は計画的に行われな

ければならない、④開発利益はその一部を社会

に還元 し社会的公平を確保すべきである、⑤土

地の利用 の受益に応 じて社会的な負担は公平に

負 うべきものである、の5つ を土地臨調の五原

則として宣言 した。それが、土地基本法の段階

になると、①土地 についての公共の福祉優先、

②適正な利用及び計画に従った利用、③投機的

取引の抑制、④価値の増加に伴 う利益に応 じた

適切な負担、 と変化 している。

この変化がどのような意味をもつかについて

は、吉田克己氏が指摘 してお られるように、ど

のような文脈で土地基本法 を読むかが重要とな

る4)。つま り、①宅地対策、地価対策の文脈で

読むか、②都市開発政策、国土開発政策の文脈

で読むか、でまった く違 った評価がで きるから

である。前者の場合は、土地基本法は不十分で、

著 しく生彩を欠 く。つま り、需給不均衡論 に立

ちつつ一定の土地投機抑制案を講 じるとい う、
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従来の政策枠組みの踏襲にす ぎず、土地利用規

制や開発利益還元のレベルではわが国の土地所

有権の特異性に切 り込んでいない。 しかし、後

者の場合は、土地基本法は途端に生彩を帯びて

くる。つまり、「適正 な利用」 とは、既成市街

地の工場跡地、低層の住宅地などは、地価に見

合わない低度利用 を地価に見合った高度利用に

転換するとい うことであ り、 ここで土地利用計

画は地価に見合った高度利用に転換するとい う

ことであり、ここで土地利用計画は地価に見合っ

た高度利用を創出する方法に転化する。 また、

「価値の増加に伴 う利益に応 じた適切 な負担」

と変えられたのは、開発利益の社会還元の理念

より、受益者負担の理念の方が開発政策促進に

適合的であ るか らである。 さらに、 ここでの

「公共の福祉」 とは、土地の高度利用を目指 し

ての土地利用の転換、すなわち開発、再開発の

推進のことであり、 したがって 「公共の福祉優

先」 とは、低度利用 とみなされた土地所有者㊧

「私権」は制約されるが、高度利用のi推進主体

である民間デベロッパーには、都市計画規制の

緩稲 ・権利の拡大が行われるということになる。

現実の過程を見ると、土地基本法が開発政策の

文脈で読 まれ、運用 されていく可能性が高い、

というのがここでの結論である。

次 に、土地税制 の歴 史 について振 り返 ってみ

よ う5)。

まず、第一次土地税制は、1968年 の税制調査

会 「土地税制に関する答申」を受けて行われた

が、答申は土地政策の 目標を、①土地供給およ

び有効利用の促進、②需要(と くに仮需要)の

抑制、③開発利益および一般的値上がり益の吸

収、の3点 においていた。その最大の特色は、

長期の土地保有老が土地を手放すことを有利に

する条件を加えたことであり、長期保有土地の

譲渡所得課税を2分 の1総 合課税方式から分離

課税方式に変更 し、 さらに税率を今後段階的に

引き上げることとした。保有課税では、1967年

の評価替えが行われなかったことに対 して、19

70年 の評価替えで評価の適性を期すべきことが

答申に盛 り込まれた。 これは予定 どお り実行 さ

れたが、地価上昇が著 しいため負担調整措置が

とられ、農地は据え置かれた。他方、市街化区

域内農地の宅地なみ課税は1971年 の税制改正で

実現 したが、翌1972年 に実施 されることなく議

員立法で凍結され る。

その結果は、「地価狂乱」 といわれた戦後2

回 目の地価高騰であった。長期保有の譲渡所得

税が軽減 される一方、保有税が低 く押 さえられ

たため、保有 コス ト(保 有税+借 入金利息等)

を上回る地価上昇を見込んだ投機的需要(仮 需

要)の 抑制に失敗 し、その うえ、法人所有の土

地については税制改正が手付かずであったこと

から、法人が土地の買い占めに走 り、巨大なキャ

ピタル ・ゲイソを取得するとい うことになった。

保有課税 と譲渡益課税の組み合わせを誤 ると大

変な事態が起 こる、とい うのがこの時の教訓で

ある。

こうして第二次土地税制は、1973年 の 「今後

の土地税制のあり方についての答申」により、

一転 して規制的基調へと転換す る。その改正の

主要点は、①特別土地保有説の創設による保有

税の強化(個 人 ・法人が1969年1月1日 以降取

得 した一定面積以上の土地に対 し、取得価格の

1.4%を 年 々課税 し、取得価格 の3%を 一時課

税す る。)、②法人土地譲渡益の重課(1969年1

月1日 以降取得の土地の譲渡益に対 して、通常

の法人税に加 えて、税率20%で 課税す る。)、③

個人の長期保有地の譲渡所得税強化(4分 の3

総合課税)、 などであ り、買い占めに走 る法人

と土地成金という 「悪質な投機家」をこらしめ

ることを主眼においた税制である。 しかし、地

価高騰の要因をもっぱら 「―部 の悪質な投機家」

に絞 ることが正 しかったかどうかについては、

華山謙氏の問題提起がある6)。

1973年 のオイル ショック以降、地価は安定化

に向かい、規制的色彩の強い第二次土地税制は

次第に緩和 され、1982年 に 「長期安定的な制度

として確立」すべ く税制改正が行 われた。譲渡

益課税については、長期短期区分を5年 から10

年に拡大 し、長期譲渡所得課税の基本を2分 の

1総 合課税 とし、政策特例と して25%を 上限と
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する分離比例税率を設けた。保有税については、

市街化区域内農地の宅地並み課税 について、課

税対象農地を拡大す るとともに、10年 以上の長

期営農を約束 した農地について納税義務を免除

する長期営農継続農地制度を創設 した。

しかし、1980年 代後半の地価高騰により、再

び1987年 税制改正が行われ ることとなり、①短

期譲渡所得の所有期間を10年 から5年 に短縮す

る、②所有期間2年 以内の土地を譲渡 した場合、

極めて高い税率を課す、③1988年 における固定

資産税評価替えにあたって、評価額を抑制 し、

従来からの負担調整措置を継続 ・拡大する、④

買い換え特例 を原則廃止する、など2年 以内の

譲渡益を超重課す る一方、長期譲渡益の範囲を

拡大 し、保有税の負担 を軽減す る措置が取 られ

ることとなった。

このようにわが国の地価対策は、短期的な投

機抑制を目的とした土地税制が中心であり、 し

かもそれが短期的にクルクルと変わるものであ

り、都市計画 ・土地利用計画などを含めた長期

的な政策構想にはまった く欠けたものである、

というのが特徴である7)。

(2)土地政策の原則と土地税制

土地政策と言えぱ、①土地公有化(土 地収用)、

②土地利用規制、③土地税制、 とい う3つ の手

段をどう組み合わせるかが問題 となるが、ここ

では土地政策の原則 として、①開発権の社会化

と開発の許可制、②開発利益の社会的還元、③

土地利用計画 と土地税制の組み合わせ、④科学

的な地価評価 システムと地価情報の公開、⑤住

民参加のまちづ くり、の5つ を提起する8)。

第一 に.、開発権の社会化と開発の許可制につ

いてである。これには、土地所有権 は私人に属

しているとしても、土地利用権 自体は コミュニ

ティに帰属するというコソセソサスが肝要であ

る。つまり、「計画 なきところ開発 なし」の原

則を打ち立てるとともに、その計画の趣旨にそっ

た開発では土地が最 も有効 に利用できるが、そ

うでない開発は開発の許容範囲が著 しく制限さ

れ るという社会的ルールを敷こうとい うもので

ある。言 いかえれば、「建築 自由」の もとに

「開発は一定の不合理をもた らす場合に限 り規

制 され る」 というわが国の原則か ら、「建築不

自由」の うえに 「計画なきところ開発な し」 と

いうヨー ロッパの原則への発展 ということであ

る。代表的な事例は戦後のイギリスの場合であっ

て。開発権を国有化 して、開発を許可制に して

いた9>。このようなことが、わが国の現段階で

は現実的ではないとす るなら、当面、周辺への

影響の大 きい開発については、計画の趣 旨にあ

うものであるかどうかを、 自治体 または地域住

民が判断するシステムを作 ることが考えられる。

第二は、開発利益の社会的還元についてであ

る且o)。開発利益をその発生要因によって区分 し

てみると、①地区の整備開発が行 われることに

よって、その地区内に発生す る開発利益、②幹

線公共施設等の整備により、その近傍にかぎり

発生する開発利益 ・不利益、③都市の発展、全

体的な整備によって発生する開発利益 ・不利益、

の3つ に区分することができる。①の場合は、

受益者 と受益の内容が比較的明らかであるので、

その地区内に設けられる公共施設等の整備を地

区内土地所有者等の負担 とすればよい。例えば、

土地区画整理事業の減歩、開発許可制度におけ

る開発者の地区施設負担義務、宅地開発指導要

綱等による開発負担金などである。②の場合は、

歴史的には土地収用法をめぐる開発利益の扱い

の問題 してとりあげられて きたが、公共用地の

取得 における買収 ・収用価格および超過収用、

地帯収用、受益者負担金などである。③の全域

的開発利益の場合は、未実現のキャピタル ・ゲ

イソに課税する土地増価税、開発利益税である。

第三は、土地利用計画と土地税制の組み合わ

せである。重要なことは、最初に詳細 で厳 しい

土地利用計画 ・規制が必要であり、その土地利

用計画 ・規制を実効力あるものとするために、

土地税制との的確な連携 が必要であるというこ

とである。いわば、「は じめに土地利用計画 あ

りき」であり、土地税制は間接的な誘導手段、

補完的なものである。具体的には、土地利用計

画により土地を次のように4つ に区分 して、そ
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れそれに保有税 を対応 させることが必要である。

開発権つき宅地…地価に応 じた固定資産税

開発権な し宅地……現行程度の固定資産税

都市的土地利用権を凍結 した農地(生 産緑地)

現 行程度の農地 としての課税、ただ し、相

続税は宅地なみとする

都市的土地利用権を放棄した農地(農 業専用

地区)… …固定資産税、相続税の両者 とも農地

としての評価で課する

第四は、科学的な地価評価 システム、地価情

報の公開である。開発権の社会化、開発利益の

社会的還元のためには、科学的な地価評価が欠

かせない。地価高騰の現状を追認する現行の土

地評価 システムではなく―り、すなわち、評価の

方法 としては、現行の取引事例比較法中心では

なく、収益還元法を加味 した評価方法が行われ

るべきである。そ して、地価情報は原則と して

完全に公開されるべきである。また、キャピタ

ル ・ゲイソには売買価格で評価 し、財産税には

収益還元で評価す るとい うような、いわば地価

評価の二元論も必要である。さらに、韓国のよ

うに、 コソピュー タによる各種の 「名寄せ」 シ

ステムを完備することが必要である―2)。

第五は、住民参加のまちづ くりであるが、そ

のためには、後にみるドイツの事例のように、

まず計画権限を基礎 自治体である市町村に完全

に委譲することが前提 とな り、次にはその自治

体の計画づ くりに住民が参加す る制度を確立す

ることである。また、地区 レベルの計画につい

ては、住民の合意 ・選択に基づいて作成す ると

ともに、そのような住民参加、住民合意の計画

づ くりを行い得 る住民 自身の能力の発達が重要

となる。

以上が土地政策の5つ の原則であるが、 ここ

では最近の土地税制について、若干の コメソ ト

をしておこう。

まず、土地政策における土地税制の位置づけ

であるが、政府税制調査会の土地税制小委員会

(石弘光小委員長)は 「税制は土地政策の中の

極めて重要な手段の一つ」 と初 めて明記 した。

従来の1968年 答申での 「土地政策全般において

税制が果 たす役割は補完的、誘導的なものにと

どまる」 という立場を転換す る姿勢を打ち出 し

たのである。 しか し、本節の冒頭 にも述べたよ

うに、土地政策とは、①土地公有化(土 地収用)、

②土地利用規制、③土地税制、 とい う3つ の手

段をどう組み合わせるかがポイン トである。そ

れゆえ、土地問題の解決のためには、土地税制

と都市計画 ・土地利用計画が連携 し、「車の両

輪」 として機能する必要があるし、また、公共

の利益のためには、土地収用権を積極的に活用

することも必要になろう。

次に、政府税制調査会の答申についてである

が、国税の 「新土地保有税」の導入を提言 し、

結局、法人企業所有の土地に対する資産再評価、

すなわち時価 と薄価の差額に一定税率をかける

「含み益課税」、 さらに低 ・未利用地に対す る

課税強化などは、問題提起があっただけで終わっ

て しまったのは残念である。今回の地価高騰の

主要因をな したのは、投機 目的の土地取引や土

地所有であ り、 これに対 して膨大な額にのぼる

キャピタル ・ゲイソを直接的に吸い上げる措置

が是非とも必要である。そのためには、国土庁

の 「土地税制改革に向けた基本方針」にあった、

①土地の譲渡益(キ ャピタル ・ゲイソ)に 対す

る累進課税適用、②法人企業所有地の含み益 に

焦点をあてた 「法人向け新圭地保有税」の導入、

を再び議論す る必要があるものと思われる匡3)。

その後、政府税制調査会答申の目玉であった

「新土地保有税」は、自民党税制調査会の手に

よって、完全 に骨抜 きにされたことは、周知の

事実 である。税率は、0.3%(た だ し、初年度

は0.2%)、 基礎控除は10億 円(中 小企業 は15

億円)ま たは1平 方 メー トル3万 円に面積を掛

げた額の大 きい方を選択、非課税範囲には居住

用(千 平方 メー トル以下の部分)、 国、地方 自

治体、公共法人、公益法人の所有地、民間所有

地で 「高い公益的用途」の土地、農地(「 宅地

化すべ き」 と区分 された農地を除 く)、山林、

1平 方メー トル3万 円以下の土地 などを含める

と規定 されたのである1%

また、地価対策としての土地税制については、
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従来から、「固定資産税のような保有税か、キャ

ピタル ・ゲイソに課税する譲渡所得税か」の論

争が行われている15)。中心的な論点である 「凍

結効果」16)をめ ぐって、激 しい論争が行われて

いるが、ここでは結論的に、土地税制の争点で

ある保有税対キャピタル ・ゲイソ課税の問題に

関 しては、投機を防止す るためにキャピタル ・

ゲイソ課税は高率化す るとともに、保有税につ

いては生存権的所有権者(勤 労者の住宅、営農

の意思のある農民等)に は保有税軽減を行い、

それ以外の者(法 人企業の低・・未利用地、営農

の意思のない農民等)に は高率の保有税 を課す

るという原則を述べておきたい。

さらに、最近注 目されている台湾の平均地権

の思想を活用 して、地価の申告と収用価格の リ

ンクシステムをつ くることも考えられないであ

ろ うかt7)。都留重人氏は、『物価を考える』の

中で、次のように述べておられる。

「自分の土地は高いのだと思 っている人は、

高い呼び値をつけるがよい。 しかし、そ うする

なら同時に、その高い値段をもとにして固定資

産税 を払 うべきであ り、買 った時の値段 よりも

増価 した部分については、売 った時に譲渡所得

税を払 うべきである。それがいやなら、 自分の

土地 を安 く評価す るよう求めたらよい。そのか

わり、収用 されるようなときには、その安い値

段で売らねばならぬ。 また、高 く評価 されてい

ることを承知で土地を遊ばせていた り、不完全

な利用 しか していない人は、社会的な資源配分

合理性の立場から、土地利用促進税(又 は空閑

地税)を かけられたと しても、文句を言 う筋合

いではない。」18)

N土 地政策と地方 自治

自治体は、本来、地域住民が 自分たちの生活

を守 る生活圏域である。 しか し、1980年 代後半

の地価高騰に際 しては、 自治体は事前 に何 ら有

効な手立てをうつことができず、地価高騰を煽 っ

た張本人である国の後手後手の対策待ちであっ

た。例えば、地価監視制度の場合、最初 は届出

義務面積を300㎡ 以上に したため大半の取 り引

きが審査対象外 となり、結局、100m2以 上 と厳

しくしたのは地価高騰の後で、監視とい うより

追認 とい う結果になった。また、1990年4月 の

公示価格の発表で、大阪圏を中心 に地価が50～

60%も 上昇 したことが明 らかになったが、その

ことは首都圏の地価高騰 の教訓が全然生かされ

ていないとい うことでもあっだ9)。た しかに自

治体の圭地政策に関す る権限 と財源が限られて

いるが、かつては環境保全(公 害規制)、 福祉、

住民参加などの分野では自治体の先進的行政が

国政を動かしたとい う実績 も豊富なだけに、今

回の対応 の遅れが 目立 った。

そこで、本章では、土地政策に関す る権限と

財源の地方委譲、つまり、地方分権の強化とい

う課題をも含めて、本来、土地政策において自

治体が果たすべき役割について検討 してみたい。

(1>土地政策と地方 自治

自治体の土地政策を考えるにあたって、現在、

自治体がいかなる面で土地 と関わっているかを

検討 してみようQ

まず第一に、地域住民の共同施設を建設する

には、その用地を確保す るという意味での公的

用地の買収業務が不可欠である。そ して、その

公的用地の上に、公共的な施設が建設、設置さ

れるのである。

第二は、土地利用に関す るものであって、開

発規制、建築規制、取引規制 などがあげられる

とともに、再開発、区画整理 などの土地の再編

成、再利用 も自治体の仕事である。 また、国土

計画、地域開発計画、都市計画なども、本来、

自治体の重要 な業務である。

第三は、固定資産税、特別土地保有税などの

土地税制に関する仕事である。

このように、現在、自治体は土地政策に関わっ

て大 きな役割を果たしてお り、権限 と財源の委

譲によってさらに積極的な役割を果たすことが

できよう。

まず第一に、自治体の公共用地の取得の問題

について考えてみよう。
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ドイツや北欧の都市自治体では、19世 紀末 ご

ろから大面積の土地を長い間かかって取得 をす

るという土地公有化政策がとられてきたので、

この広大な公有地をもって必要な住宅用地、産

業用地、公園緑地 などを確保 してい くという最

も確実な手法 をとることができる2り。 しか し、

日本の場合は、このような土地公有化政策をとっ

てきた自治体はな く、当面、この土地公有化政

策を全面的に採用することは現実的ではない。

現状では、 自治体の公共用地取得には事業化

を前提に しか行えないという制約があ り、 しか

もその公共用地の活用方策についても柔軟性が

ないと批判されている22)。例 えば、都市農家 に

とっては農地 は重要な生存基盤であ り、相続時

の財産分割、レ相続税対策等の場合以外は、農地

を一括 して売るということは稀であ り、どうし

ても 「細切れ転用」をせざるをえない。ところ

が、自治体は一定 のまとまりがあり、かつ事業

計画がないかぎり、土地を事前に取得すること

ができないので∀結局は民間デベロッパーが土

地を買い、 ミニ開発の住宅に して しまい、スプ

ロール化が進行する。

自治体に よる土地 の先行取得 につ いては、

「公有地の拡大の推進に関する法律」があ り、

市街化区域内における土地の先買いを認めてい

るのだが、①時価相場 よりかな り低い公示価格

を基準 とする、②任意協議である、③財源措置

に欠けている、 とい う3つ の点で問題があ り、

実質的な効果が発揮 されていない。それゆえ、

まず、「公有地の拡大の推進に関す る法律」 に

よる公共用地の先買いに対 して、国が財源の保

障を行 うことが必要である。また、 ドイツの事

例にみられるように、 自治体に広範 な先買権を

保障することが必要である。23)。さらに、企業

が保有 している投機的な買い占め地や低 ・未利

用地に対 して、自治体が生活用地等に使用す る

ために、取得価格に維持費を加えた程度の対価

でもって収用することができるよう、自治体に

土地収用権を付与すべ きである。既に述べたよ

うに、「高度成長」期 において、自治体は企業

誘致のために、土地収用権の行使まで含めて、

公共用地を積極的に確保する政策をとってきた

が、今度は企業の保有する投機的な買い占め地

や低 ・未利用地を収用 して、地域住民の生活 を

向上 させ るべきである。

なお、国有地 の売却については、 ドイツ、 フ

ラソスでは公共 が策定 した利用計画が売却の前

提 とされ、アメリカではライ トダウソ方式とい

う良好 な利用提案を行 ったものに売却される制

度があ り、イギ リスでは用地取得を しても良好

な利用提案でなければ開発を許可 しないという

制度 になっているのに対 して、日本は利用計画、

提案なしの価格競争入札 となっている24)。払下

げの対象 となる土地は自治体が所有 し、地域社

会が最も必要 とする土地利用、例 えば生活関連

施設や公共住宅のために有効に活用 されなけれ

ばならない。

第二 に、土地利用に関するものについて検討

してみよう。

まず、都市計画に関す る権限と財源 を、地域

住民 と自治体に委譲す ることが重要である2s)。

1968(S43)年 の新都市計画法および1970(S

45)年 の建築基準法改正により、①都市計画決

定権限の都道府県知事および市町村への委譲、

②都市計画の案の作成および決定の過程 におけ

る住民参加手続の導入、 とい う改正がなされた

が、問題点がきわめて多い。

① の都市計画の決定権限については、本来、

基礎的 自治体 である市町村に委譲 され るべきな

のに、都道府県知事にとどめられ、また起債 ・

補助金などの財政的な仕組みや技術基準などを

通 じて、実質的にも法的にも国の強い指揮監督

が及ぶ制度になっている。②の住民参加制度に

ついても、(イ)都 市計画の案を作成す るとき

に開催される公聴会 ・説明会等が義務化されて

おらず、 しかも都市計画当局が公述を 「聴 きお

く」 とい う方式である、(ロ)案 を決定 しよう

とす るときに行われ る案の縦覧 と意見書の提出

に関 して、その期間 と方法が不十分である、

(ハ)市 区町村都市計画審議会が法的に規定 さ

れて いない、(二)市 区町村議会は都市計画の

決定にほとんど関与 しないなど、 きわめて不十
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分 であ る。

このような不十分な権限委譲ではな く、真に

基礎的自治体である市町村 と地域住民が、自分

たちの住む地域の都市計画が決定できるように、

都市計画決定の権限と財源を委譲す ることが何

よりも必要である。

次に、土地利用計画、開発規制、建築規制に

ついてであるが、1980年 代の 「規鰯緩和」政策

の実施の過程でみ られたような、「通達」によ

る自治体の締め付けをやめることが何 より先決

である。 とりわけ、自治体独自の土地政策と言

いうる 「宅地開発指導要綱」に対す る 「行き過

ぎ」の是正指導を即刻やめることが重要である。

さらに、1968年 都市計画法および1970年 建築

基準法改正 により、①市外化区域、市街化調整

区域 とい う区域区分手法の創設26)、②区域区分

と関連 した開発許可制度の創設2ア)、③用途地域

制の細分化28)と容積率制限の全面的採用29)、な

どの制度改革が土地利用規制の強化のためにな

されたが、問題点 も多い30)。

①のいわゆる 「線引 き」については、(イ)

宅地制度審議会の第6次 答申の4区 分制度から

2区 分に変更 され、運用上の柔軟性を欠 き矛盾

を生 じた、(ロ)市 街化区域の計画 と市街地整

備プログラムおよび宅地なみ課税との関係が曖

昧にされた結果、市街化区域は地方 自治体が市

街地整備が可能な範囲をこえて 「水ぶ くれ」的

に広 くなった、などである。②の開発許可制度

については、(イ)開 発 の定義がイギ リスの制

度 と比較 して著 しく狭い、(ロ)開 発規模 が0.1

ha以 下のものは許可不要としたため、「バラ建

ち」「ミニ建設」を促進する結果となった、(ハ)

市街化調整区域において例外的に認 める建築行

為 ・開発行為が多 く、いわゆる 「滲み出し」的

開発が進んだ、などがある。③の用途制限につ

いては、最 もきびしい第1種 住居専用地域でさ

え、できあがる街の姿 を明確に規定で きるほど

には詳細ではないことが問題であ り、また容積

率制限については、各々の地域制 ごとに法律に

記 されているい くつかの数値の中から選んで都

市計画で指定する仕組みであるが、メニューに

のせ られた数値がそもそ も全体 として高すぎる

という問題点がある。

それゆえ、①のいわゆ る 「線引 き」 について

は、 「水ぶ くれ」的に拡大 された市街化区域の

見直 し、すなわち 「再線引き」が必要であるし、

②の開発許可制度については、開発の定義をイ

ギリスのように広範な土地利用の変更を対象と

し、自治体の規制権を強めることが必要である。

また、③の用途制限については、各用途地域内

の用途制限を厳格化する一方、 より小 さな単位

でのゾーニソグ(計 画の詳細化)を することが

必要であるし、容積率制限については、あま り

にも高すぎる容積率を低 く制限す ることが必要

である。

また、土地の取引規制については、国土利用

計画法がポイソ トとなるが、いわゆる 「規制区

域」制の導入すれば、地価抑制は可能であると

いわれている。 しか し、問題点 としては、「規

制区域」制を導入に伴 う多大 な行財政負担、つ

まり、人員および買取 り請求の場合の買収資金

が必要 とされることか ら、知事が指定を躊躇す

る危険性が指摘 されている。例えば、埼玉県知

事の畑和氏は、東北新幹線建設に伴 う地価急騰

時に規制区域の指定を検討 したが、法律の要件

が厳 しい うえに、 「買取 り請求権」に応 じる財

力が自治体にはないという問題を指摘 している。

また、東京都知事の鈴木俊一氏は、東京都内の

土地取引が年間15万 件、1人 がこなすのは年間

100件 だか ら、人員を1500人 増や さなければな

らないと述べている3り。 この ような自治体の行

財政負担を国が保障することがなければ、「規

制区域」は 「抜かずの宝刀」 となることは確実

である。

第三は、土地税制に関するものであるが、そ

の大前提 として、 自治体 の課税 自主権を大幅に

充実 ・強化することが何 よりも重要である。

まず、固定資産税については、評価額の公開

を原則にして、評価額を収益還元方式で算出す

ることが必要である32)。その上で、生存権的土

地所有権を保障するために、欧米諸国 と同様、

住宅の税率を業務施設 よりも軽減するべきであ
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る。 自営業者、営農意欲のある農民についても、

軽減すべきである。

特別土地保有税は、前述 したように、国税に

おける土地譲渡益重課制度による土地投機、仮

需要の抑制の効果を補完す るために、土地保有

に伴 う管理費用の増大によって、投機的取引の

抑制と土地の供給促進に資することを目的とし

たものであった。 しか し、1978年 度に 「土地の

上に恒久的に利用する建物、構造物があれば免

税」という免除制度が創設 されたことにより、

課税対象額の7割 が免税になっている。 これ と

の関連でいえば、国税 としての新土地保有税を

創設する必要はなかったのである。固定資産税

を上述のように適正化 し、特別土地保有税の免

除制度を抜本的に見直 し、 とくに企業の保有す

る遊休地、低 ・未利用地には高率の保有課税を

課するべきである。一般消費税の導入に伴い、

地方消費税が国に吸収されたことと併せて考え

れば、この地方税源の充実 ・強化になる方策が

支持 されるべきであろう。

最後 に、土地投機 に対す る特効薬 としての、

過剰な不動産金融に対す る規制の問題がある33)。

自治体 は金融機関に対 して、①投機的な土地取

引や著 しく適正を欠 く価格による土地取引に対

する融資を中止する、②既に実行された不動産

関連融資についても、不適切 と判断 されたもの

については早期に回収するよう強力に指導する、

③担保価値の基準を見直す、④土地投機融資の

実態を調査 し、その結果を公表する等の措置を

とるべきである。また、 自治体 に過剰な不動産

金融を規制する権限を与えるべきである。

以上、 ここでは、国の持つ土地政策の権限を

大幅に自治体に委譲 し、 自治体 の責任において

行 う独自の土地政策の 自由を大いに認めること

を強 く主張するものである。

(2)ドイツの土地政策

本節では、土地政策において地方 自治 の果た

しうる重要な役割について、 ドイツの土地政策

を事例に検討する3%

ドイ ツの土地 ・開発法制 は、1960年 に 都市計

画に関する一般的な規定をおいた 「連邦建設法」

が定め られた。この連邦建設法は全国適用 の計

画法 と建築法を兼ねた法律であ り、 この法律の

もとに都市計画に相当する 「建設管理計画」が

策定 され る。 この建設管理計画は、土地利用計

画(Fプ ラン)と 地区詳細計画(Bプ ラン)の

2つ の計画で構成されている。前者は、市町村

が全地域を対象として定め、州支庁で認可 され

る土地利用計画である。土地利用計画(Fプ ラ

ソ)の 拘束力は、市町村 ・行政庁にのみ及び、

直接個人には及ばない。後者は、市町村が策定

し、議会の議決により条例 として決定 され る。

地区詳細計画(Bプ ラソ)が 策定 された地区に

おいては、各種の法的拘束力が発生 し、地区詳

細計画(Bプ ラソ)の 実施が義務づけ られ る。

このように、 ドイツの都市建設 ・都市計画は、

連邦建設法により進められてきたが、60年 代の

中期以降、第二次産業革命 と呼ばれる工業化、

急速な都市化により、人 口の大都市周辺部への

集中、住宅事情の悪化、都市機能の低下、居住 ・

労働環境 の悪化、土地投機の横行、地価の急上

昇など、強力な公 の手による都市 ・村落の再開

発、ニュータウンの新開発が課題になった。 こ

のような課題を推進す るには、連邦建設法は多

くの欠陥をもっていた。それは、①大戦後の戦

災復興 と住宅の大量建設中心の発想である、②

建設基本計画 ・土地利用計画 ・建築計画は、土

地利用の具体化を土地所有者等のイニシアティ

ブに委ねていた、③土地所有者や利害関係人を

含む広範 な住民を計画 と事業の実施に参加 させ

る行政手続が不十分、④投機価格を取引価格 と

して承認す ることを強制 していたため、再開発

の実施 を著 しく困難にしていた、土地所有権者

の権利保護が手厚 く、再開発利益を少数者が独

占していた、⑤再開発 ・新開発に対する連邦の

財政援助 の規定がない、などである。

このような立法上の欠陥を除去することをね

らいとして、1965年 にその法案が連邦議会に提

出されて以来、6年 間の難i産の末、1971年 に

「都市建設促進法」が制定 された。 この法律は、

再開発と新開発措置のみに適用 される連邦建設
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法の特別法であり35)、その特徴 は、①私的所有

権の尊重、②住民参加による計画の民主化、③

土地所有権に対する社会的拘束性の強化、とし

て要約することがで きる。

まず、事業開始の手続には、(イ)準 備的調

査、(ロ)地 区指定、(ハ)利 害関係人との討議 ・

社会計画の作成、の3段 階があるが、住民参加

による計画の民主化の視点 からとくに注 目すべ

きは、(イ)準 備的調査 と(ハ)利 害関係人 と

の討議 ・社会計画の作成である。

この事前の準備調査は、再開発の必要性、社

会的 ・構造的 ・都市建設的現況の把握、再開発

の計画及び実施の可能性についての判断資料を

得 るとともに、土地所有者等の再開発に対す る

協力の可能性について調査することも含まれ、

また、再開発に対する土地所有者等の提案に応

ず る目的ももつ。この調査 においては、予定 さ

れている再開発によって生ずべ き社会的 ・経済

的領域における個人の生活状態に関する不利益

な影響を回避す るための社会調査 も含まれ、調

査実施に際 しては住民に事業の制度を説明し、

住民と意見の交換をはかるとい う意味で行政的

手続機能をも併せ有す るのである。社会調査に

関する部分は、新開発措置にも準用されている。

地区指定は、再開発地区は、市町村の条例に

より、上級官庁の認可により指定 され、新開発

地区は、州政府の命令により指定 される。

地区指定後、市町村は直接の利害関係人と討

議 を行 うことを義務づけられ、討議事項 は、職

業 ・事業 ・家族関係 ・年齢 ・住民要求 ・社会的

関係 ・地域的事業 ・関係人の相互依存関係に及

び、その結果を文書 としてとりまとめて、社会

計画を作成するものとされている。市町村は、

これに基づいて、不利益な影響を回避 ・緩和す

るために、住民移転 ・職業等に関 し援助すべ き

義務を負 う。 この社会計画は、行政に対する住

民参加の新 しい制度手法 として大いに注 目され

る。

また、実施のための法的手法としては、(イ)

再開発指定地区内の土地の投機的取引を抑制す

るための土地取引等の認可、(ロ)連 邦建設法

の区画整理の特例措置、(ハ)市 町村の土地取

得のための先買権、(二)先 買権 より強 く簡素

化された収用 とでもいうべき土地取得権、(ホ)

取 りこわし命令、(へ)建 築命令、(ト)近 代化

命令、(チ)収 用、(リ)建 物の賃貸借契約の廃

棄などがあ り、強力な法的手法 を市町村 に付与

してい ることが注 目され、さ らに、計画利得

(=開 発利益)の 吸収についても注 目すべ き点

がある。つま り、公の負担によって生 じた土地

価格の上昇は自動的に所有者に帰属す るもので

はないとして、計画利得の公共還元の途 をひら

いたことである。(イ)適 正価格をこえる場合

は土地取引の認可を拒否する土地取引の認可制、

(ロ)補 償金および清算金の算定にあたっては、

再開発 ・新開発の見込み、準備お よび実施によ

り生 じた地価上昇は、関係人が自らの費用によ

り許 された方法で これを実現 した場合に限って

考慮 され るとする補償金算定の原則(こ の規定

に基づ く地価は、各特別市及び郡の鑑定委員会

が鑑定す る)、(ハ)再 開発終了後、再開発指定

地区内に存する土地の所有権者は、再開発によっ

て生 じた土地の価格上昇に相当す る負担金を、

金銭で市町村に支払 うという清算負担金の支払、

(二)市 町村が再開発措置実施の必要上取得 し

た土地は公有化せず、公共 目的のために必要な

用地を除 き、再開発後は再び私人の所有に還元

す るとい う市町村の土地譲渡義務、再私有化、

などである。

そ して、1987年 に、連邦建設法と都市建設促

進法の両法およびその他の関連法令が合体 して、

「建設法典」 となつたが、前述 した ドイツの土

地 ・開発法制の優れた特質は、基本的に建設法

典に引き継がれている。つまり、建設法典第1

編 「一般都市建設法」は、連邦建設法の主要部

分である同法第1部 ない し第6部 の規定 を継承

し、建設法典第2編 「特別都市建設法」は、都

市再開発および新開発に関する都市建設促進法

の規定な らびに連邦建設法の一部の規定を継承

している36)。

この よ うに、 ドイツの土 地 ・開発法制 は、①

住民参加 によ るコ ミュニテ ィ ・レベル の開発計
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画の民主的決定、②都市計画の権限を基礎的自

治体である市町村が握 る、③開発利益の社会的

還元が行われている、 とい う3点 において、き

わめて優れたものである。それに対 して、 日本

の土地 ・開発法制は、第一に、絶対的土地所有

権が大前提 となっており、開発は土地駈有者が

自由に行 うことができ、地域住民や自治体は規

制することができない、第二に、都市計画、土

地利用計画を決める権限は基礎的 自治体や地域

住民にはなく、都道府県知事の、それも機関委

任事務となっている、第三 に、開発利益の社会

還元方策はきわめて乏 しく、土地所有者が開発

利益を取得す るのがいわば当然視されている、

などの点できわめて対照的であると言えよう。

おわ りに

本稿の第一の課題は、従来の土地問題 ・土地

政策の議論 を、①小土地所有論、②土地公有

(国有化)論 、③開発権 ・計画権の公共的独占

論、の3つ に概括 した上で、 日本における土地

所有の独自性をあらわすキー概念として、絶対

的土地所有権を前提 とする 「日本型土地 システ

ム」を提起することであった。第二の課題は、

開発権 ・計画権を地域住民と自治体が掌握 し、

開発をコソ トロールす るシステムができなかっ

た過程を、日本型地域開発め特質 と土地問題 と

のかかわ りを検討す ることにより明らかにしよ

うとす ることであった。第三の課題は、土地政

策のあり方について、地方自治の視角か ら検討

してみることであった。

第一の課題については、第2章 で検討 したが、

まず 「日本型土地 システム」成立の前提として、

強大な絶対的土地所有権、実効ある都市計画 ・

土地利用計画の欠如の2つ の問題を検討 した上

で、キー概念である 「日本型土地 システム」を

提起 した。 「日本型土地 システム」 とは、絶対

的土地所有権を前提と して、土地価格 を支える

財政 ・金融面での国家的支援 を背景 とする企業

と金融資本の土地所有、土地投機の問題であり、

地価上昇、土地投機によるキャピタル ・ゲイソ

の獲得を公的な制度として容認する社会構造の

ことである。

第二の課題 については、第1章 で検討 したが、

まず 日本型地域開発の特質 として、第一に 「巨

大な投資国家」、第二に産業基盤整備への偏重

と生活関連基盤整備の軽視、第三に地方自治体

の国家の下請機関化、の3点 を指摘 し、いわゆ

る 「産業基盤」の問題 と住宅問題 について検討

した。ついで、 日本型地域開発 と土地問題のか

かわ りについて検討 し、第一にたび重 なる国土

開発計画 ・地域開発計画の策定 と地価高騰 との

密接な関係、第二に自治体が媒介 となって、内

陸性の土地を土地所有者から企業へ売 り渡す、

あるいは臨海部の公共水面を漁業補償 により漁

民か ら買い取って企業へ売 り渡す システム、第

三に国家による土地市場の上からの創出の問題、

の3点 を指摘 した。

第三の課題 については、第3章 と第4章 で検

討 したが、まず第3章 では、政府の土地政策と

土地税制の検討を行 った。ついで、土地所有権

から土地利用権への転換、都市計画 ・土地利用

計画の重視、開発利益の社会的還元の実現など

を中心とする土地政策の5つ の原則を提起 し、

最近問題 となっている土地税制についても若干

のコメソ トを した。第4章 では、土地政策にお

いて地方 自治が本来果たすべ き役割を考えるた

め、 自治体の公共用地の取得、土地利用、土地

税制などについて検討 した。そして、土地政策

における地方 自治の役割のモデル的な事例 とし

て、 ドイツの土地政策を検討 した。

1)こ れ らの答申については、土地問題研究会 ・(財)

日本不動産研究所編 『土地問題事典』、東洋経済新報

社、1989年 、参照。

2)1966(S41)年 の物価問題懇談会 「地価問題につい

て」に注 目すべきとするのは、都留重人氏である。こ

の報告では、まず 「地価高騰の実態」と 「地価高騰が

ひきおこしている諸矛盾」についてかなり詳しく述べ

た後、「地価問題についての基本的な考え方」に触れ

て、とくに 「土地の公共性」を謳い、その上にたって、

①土地行政の一元化と土地利用計画の確立、②都市地
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域における土地の公的保有の推進、③開発利益の吸収

還元と地価の公示制、④宅地の大量供給、⑤土地流通

機構の改革整備、をあげている。都留重人氏は 「『物

懇』報告について言えぱ、その一部分がいわば 『つま

み喰い』された程度で、政府の側で本格的な取 り組み

が な か った か ら、 地 価 高騰 の第 二 の 山 ・第 三 の 山 が続

いて 日本 社 会 を襲 うこ と に な り」(都 留 重 人 『地 価 を

考 え る』、 岩波 新 書 、1990年 、97～104ペ ー ジ)と 述 べ

ている。

3)吉 田克己 「現行法のパラダイムと土地基本法」、本

間 義人 ・五十 嵐敬 喜 ・原 田純孝編 『土 地基 本法 を読 む』、

日本 経済 評 論 社 、1990年 、 所収 、46～47ペ ー ジ。

4)同 上書 、52～63ペ ー ジ。
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